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平成２１年３月期 個別中間財務諸表の概要  

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                              平成２０年１１月２１日 
コード番号   ８０６２                    本社所在都道府県 
（URL http://www.mikunishoji.co.jp/）                 東京都 
本社所在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号              
代 表 者  取締役社長  井上 純吉 
問合せ先責任者 理事総務部長 伊藤 寿一             TEL （03）3438－1021 
決算取締役会開催日  平成２０年１１月２１日     単元株制度採用の有無 有(１単元 １,０００株) 
中間配当支払開始日  平成―年―月―日        
 
 

１．２０年９月中間期の業績（平成２０年４月１日～平成２０年９月３０日） 

( 1 )経営成績                       記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売 上 高        営 業 利 益        経 常 利 益        

 

２０年９月中間期 

１９年９月中間期 

          百万円       %

１３,８８８ （ １.７）

１３,６５９ （１７.１）

          百万円       % 

  １６８（  △ ０.７） 

  １７０（   ５８.３） 

          百万円       %

  １３８（ △ ３５.２）

  ２１２（   ９７.１）

２０年３月期 ２７,６６０   １８８   ２２９ 
 
 

中間（当期）純利益            
１株当たり中間   
（当期） 純利益 

 

 

２０年９月中間期 

１９年９月中間期 

       百万円       %

       ７４（△４２.２）

      １２８（１１８.６）

       円  銭 

      １２ ４３ 

      ２１ ４９ 

２０年３月期       １３０       ２１ ８８ 

（注）  1．期中平均株式数 ２０年９月中間期 ５,９８２,９４８株 １９年９月中間期 ５,９８５,７１３株 ２０年３月期 ５,９８４,８１６株 

    2．会計処理の方法の変更 有 

    3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

     

(２)財政状態 

 総 資 産       純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

２０年９月中間期 

１９年９月中間期 

      百万円 

  ９,７２５ 

  ９,６０９ 

      百万円

  １,９３７ 

  １,９４７ 

        % 

    １９．９ 

    ２０．３ 

     円  銭

  ３２３ ８９ 

  ３２５ ４６ 

２０年３月期   ９,６９４   １,９０２     １９．６   ３１７ ９０ 

（注）1．期末発行済株式数 ２０年９月中間期 ５,９８２,７８１株 １９年９月中間期 ５,９８４,３８０株 ２０年３月期 ５,９８３,２８１株 

   2．期末自己株式数  ２０年９月中間期   １７,２１９株 １９年９月中間期    １５,６２０株 ２０年３月期  １６,７１９株 

 

２．２１年３月期の業績予想（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日） 

 
売 上 高          経 常 利 益         当 期 純 利 益          

 

通 期      

百万円    

２５,０００ 

百万円   

   １５０ 

   百万円 

    ８０ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   １３ 円  ３７ 銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

    中間期末 期末 年間 

２０年３月期 ０．００ ５．００ ５．００ 

２１年３月期（実績） ０．００ ― 
５．００ 

２１年３月期（予想） ― ５．００ 

※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。 
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１．個別中間財務諸表等 

 

( 1 )中間貸借対照表 

（単位：千円） 

         期 別 

 

科 目 

前中間会計期間末 
（平成 19 年 9 月 30 日現在）

当中間会計期間末 
（平成 20 年 9 月 30 日現在） 

前事業年度末 
（平成 20 年 3 月 31 日現在）

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 

 

８,６８１,０２０

 

８,８４８,３０１ 

 

８,７８７,０９０

  現 金 及 び 預 金 

  受 取 手 形 

  売 掛 金 

  商 品 

 繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

５７３,８９５

６９８,５８８

６,０７９,１６８

９０７,９２６

８０,０５０

３８４,８９９

８,９３０

△ ５２,４３９

４０６,００５ 

９７７,５６６ 

６,１８４,２３６ 

７８７,９６９ 

１６０,９１７ 

３６８,６５７ 

１１,４７４ 

△ ４８,５２６ 

４０９,１０９

７５１,９５９

６,１７４,８０８

８３７,２７０

１７６,１６６

４５２,２５４

２５,８３６

△ ４０,３１４

固 定 資 産 ９２８,０４８ ８７７,５２７ ９０７,４６６

 有 形 固 定 資 産 ３７８,３３８ ３７２,４０６ ３７８,２１５

  建 物 

  構 築 物 

  機 械 装 置 

  工 具 器 具 備 品 

  土 地 

１６２,１６９

５７２

５５９

３,０５８

２１１,９７７

１５３,４９９ 

４６０ 

４３５ 

９,３７７ 

２０８,６３３ 

１６０,７０９

５１６

４９７

４,５１４

２１１,９７７

 無 形 固 定 資 産 ４,８２４ ３,６１８ ４,２０８

 ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

１,４６６

３,３５８

２５９ 

３,３５８ 

８５０

３,３５８

 投 資 そ の 他 の 資 産 ５４４,８８４ ５０１,５０２ ５２５,０４２

  投 資 有 価 証 券 

  関 係 会 社 株 式 

  従 業 員長期貸付金 

破 産 更 生 債 権 等 

繰 延 税 金 資 産 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

４１６,７０７

８４,９７７

７,８２０

―

―

７７,３８８

△ ４２,００８

３１９,１２１ 

１２２,６２１ 

１１,７８３ 

２３９,０６８ 

１０,０１１ 

７０,９１０ 

△ ２７２,０１３ 

３３３,０１５

９０,４９７

７,３１５

２８６,７５２

８,５９０

７０,８８０

△ ２７２,００８

資 産 合 計 ９,６０９,０６８ ９,７２５,８２８ ９,６９４,５５７
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（単位：千円） 

         期 別 

 

科 目 

前中間会計期間末 
（平成 19 年 9 月 30 日現在）

当中間会計期間末 
（平成 20 年 9 月 30 日現在） 

前事業年度末 
（平成 20 年 3 月 31 日現在）

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 

 

７,４２６,６３３

 

７,６０３,９６３ 

 

７,５８２,９２０

  支 払 手 形 

  買 掛 金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 金 

  未 払 費 用 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

前 受 金 

  預 り 金 

前 受 収 益 

１,４０３,５３９

２,７７９,２７９

３,０００,０００

１３,５４０

１３８,２４０

８６,４７３

―

―

４,５５１

１,００８

１,６１２,８３６ 

２,５８５,１８０ 

３,２００,０００ 

１１,９０９ 

１３３,７７６ 

５４,７９８ 

― 

― 

４,１６５ 

１,２９７ 

１,３５４,７５３

２,８７１,８７６

３,１００,０００

１４,３２４

１３２,００７

９６,３１７

７,０００

７０８

４,６５８

１,２７３

固 定 負 債 ２３４,７４３ １８４,１１４ ２０９,５６８

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１５２,３７７

５６,３９０

２５,９７６

１４０,６３４ 

４３,４８０ 

― 

１４６,０６８

６３,５００

―

負 債 合 計 ７,６６１,３７７ ７,７８８,０７８ ７,７９２,４８９

〔  純 資 産 の 部  〕 

株 主 資 本 １,８７６,４５９

 

１,９２３,０３０ １,８７８,６５６

資 本 金 ３００,０００ ３００,０００ ３００,０００

資 本 剰 余 金 １,３３３ １,３３３ １,３３３

資 本 準 備 金 １,３３３ １,３３３ １,３３３

利 益 剰 余 金 １,５７７,６６３ １,６２４,４３２ １,５７９,９９３

 利 益 準 備 金 ７５,０００ ７５,０００ ７５,０００

そ の 他 利 益 剰 余 金 １,５０２,６６３ １,５４９,４３２ １,５０４,９９３

 固定資産圧縮積立金 

  別 途 積 立 金 

 繰 越 利 益 剰 余 金 

９０,６８４

１,１５０,０００

２６１,９７８

８０,４９１ 

１,２５０,０００ 

２１８,９４０ 

８８,９９８

１,１５０,０００

２６５,９９４

自 己 株 式 △ ２,５３８ △ ２,７３６ △ ２,６７１

評 価 ・ 換 算 差 額 等
 

７１,２３１ １４,７１９
 

２３,４１１

その他有価証券評価差額金 ７１,２３１ １４,７１９ ２３,４１１

純 資 産 合 計 １,９４７,６９０ １,９３７,７４９ １,９０２,０６８

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ９,６０９,０６８ ９,７２５,８２８ ９,６９４,５５７
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 ( 2 )中間損益計算書 

（単位：千円） 

         期 別 

 

 

 科 目 

前中間会計期間（Ａ）

自 平成19年4月 1日 

（                ）

至  平成19年9月30日 

当中間会計期間（Ｂ）

自 平成20年4月 1日 

（                ）

至  平成20年9月30日 

前事業年度 

自 平成19年4月 1日 

（                ）

至  平成20年3月31日 

Ｂ／Ａ 

（ %）    

           

売 上 高           

売 上 原 価           
 

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

  受 取 配 当 金 

  そ の 他 

営 業 外 費 用           

 支 払 利 息 

  そ の 他 

経 常 利 益 

特 別 利 益           

  貸 倒 引当金戻入益 

ゴルフ会員権売却益 

特 別 損 失 

ゴルフ会員権売却損 

減 損 損 失 

投資有価証券評価損 
 

税引前中間（当期）純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 
  

 

 

中 間（当期）純利益 

          

１３,６５９,９８３

１２,７６０,７８１

          

１３,８８８,１１９

１３,００３,９２２

２７,６６０,６８７

２５,８４１,５１２

 

１０２ 

１０２ 

８９９,２０２

７２９,１８２

８８４,１９７

７１５,２８６

１,８１９,１７５

１,６３０,９３７

 ９８ 

 ９８ 

１７０,０２０

８０,６１７

２２,５７１

４７,５６２

１０,４８３

３７,６６６

１６,４９２

２１,１７４

１６８,９１０

３４,４７７

２９,９８２

３,１９９

１,２９５

６５,３０６

２４,０１０

４１,２９６

１８８,２３８

１９５,５９８

５５,０８４

１３５,４４０

５,０７３

１５４,７７５

４１,１３９

１１３,６３５

 ９９ 

 ４３ 

１３３ 

  ７ 

 １２ 

１７３ 

１４６ 

１９５ 

２１２,９７１

２８,３２３

２８,３２３

―

１９,６４７

―

１９,６４７

―

１３８,０８１

―

  ―

―

３,９３３

―

―

３,９３３

２２９,０６１

７６８

―

７６８

２８,７１４

１,５００

１９,６４７

７,５６６

 ６５ 

  ― 

  ― 

  ― 

  ２０

  ― 

  ― 

  ― 

２２１,６４６

８０,０００

１３,０１６

１３４,１４８

４０,０００

１９,７９３

２０１,１１５

１５５,０００

△ ８４,８４４

 ６１ 

  ５０ 

１５２ 
 

 

１２８,６２９

 

 

７４,３５５

 

 

１３０,９５９

 

 

  ５８ 
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( 3 )中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 

（単位：千円） 

 

 

          

 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金 

固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成 19 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 90,684 1,050,000 263,287 △ 2,138 1,778,167

中間会計期間中の変動額 

別途積立金の積立 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額） 

     

100,000

 

△100,000 

△29,938 

128,629 

 

 

 

 

 

△399

 

―

△29,938

128,629

△399

中間会計期間中の変動額 

合計 
― ― ― ― 100,000 △1,308 △399 98,291

平成 19 年 9月 30 日残高 300,000 1,333 75,000 90,684 1,150,000 261,978 △2,538 1,876,459

 

 

 

          

 

 

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

平成 19 年 3月 31 日残高 80,137 1,858,305

中間会計期間中の変動額 

別途積立金の積立 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

△8,906

 

―

△29,938

128,629

△399

△8,906

中間会計期間中の変動額 

合計 
△8,906 89,385

平成 19 年 9月 30 日残高 71,231 1,947,690
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当中間会計期間（自 平成２０年４月１日 至 平成２０年９月３０日） 

（単位：千円） 

 

 

          

 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金 

固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成 20 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 88,998 1,150,000 265,994 △ 2,671 1,878,656

中間会計期間中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の積立 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額） 

    

△8,507

 

100,000

 

8,507 

△100,000 

△29,916 

74,355 

 

 

 

 

△65

 

―

―

△29,916

74,355

△65

中間会計期間中の変動額 

合計 
― ― ― △8,507 100,000 △47,054 △65 44,373

平成 20 年 9月 30 日残高 300,000 1,333 75,000 80,491 1,250,000 218,940 △2,736 1,923,030

 

 

 

          

 

 

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

平成 20 年 3月 31 日残高 23,411 1,902,068

中間会計期間中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の積立 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

 

△8,692

 

―

―

△29,916

74,355

△65

△8,692

中間会計期間中の変動額 

合計 
△8,692 35,681

平成 20 年 9月 30 日残高 14,719 1,937,749
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前事業年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位：千円） 

 

 

          

 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金 

固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成 19 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 90,684 1,050,000 263,287 △2,138 1,778,167

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の積立 

剰余金の配当 

 当期純利益 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

    

△1,686

 

 

100,000

 

1,686 

△100,000 

△29,938 

130,959 

 

 

 

△532

 

―

―

△29,938

130,959

△532

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △1,686 100,000 2,707 △532 100,488

平成 20 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 88,998 1,150,000 265,994 △2,671 1,878,656

 

 

 

          

 

 

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

平成 19 年 3月 31 日残高 80,137 1,858,305

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の積立 

剰余金の配当 

 当期純利益 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

 

 

 

 

△56,725

 

―

―

△29,938

130,959

△532

△56,725

事業年度中の変動額合計 △56,725 43,763

平成 20 年 3月 31 日残高 23,411 1,902,068
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（ 4 ）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

   時価のあるもの……………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

    （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

  子会社株式……………………移動平均法に基づく原価法 

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法………総平均法に基づく原価法 

                    （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

（会計方針の変更） 

    たな卸資産については、従来、総平均法に基づく原価法によっておりましたが、当中間会計期間

より｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準第 9号 平成 18 年 7 月 5 日）が適用され

たことに伴い、総平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。 

    この変更により売上総利益、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益がそれぞれ 7,649 千円減

少しております。 

3．デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法 

4．固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産………定率法 

   ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法 

   によっております。 

（2）無形固定資産………定額法 

   なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく 

   定額法によっております。 

5．引当金の計上基準 

 （1）貸倒引当金 

       債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

       ａ一般債権 

        貸倒実績率によっております。 

       ｂ貸倒懸念債権及び破産更生債権 

        個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2） 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

なお、当中間会計期間においては、金額を合理的に見積ることができないため計上しておりま

せん。 

    （3）退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

       なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による 

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

    （4）役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
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6. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として 

処理しております。 

   ７. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計処理の変更 

 

前中間会計期間 

自 平成１９年４月 １日 

（           ） 

至 平成１９年９月３０日 

当中間会計期間 

自 平成２０年４月 １日 

（           ） 

至 平成２０年９月３０日 

前事業年度 

自 平成１９年４月 １日 

（           ） 

至 平成２０年３月３１日 

― （リース取引に関する会計基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、当中間会計期間より「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第 13

号（平成 5年 6月 17 日（企業会計審議会

第一部会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号

（平成 6年 1月 18 日（日本公認会計士協

会 会計制度委員会）、平成 19 年 3月 30

日改正））が適用されたことに伴い、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 
なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

この変更による損益に与える影響はあ

りません。 

― 
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注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係）                               （単位：千円） 

項  目 
前中間会計期間末 

（平成１９年９月３０日現在）

当中間会計期間末 

（平成２０年９月３０日現在） 

前事業年度末 

（平成２０年３月３１日現在）

１．有形固定資産の減価償却 

  累計額 

２．担保資産 

３．保証債務 

４．受取手形裏書譲渡高 

５．手形債権譲渡高 

６．売掛債権譲渡高   

７．期末日満期手形の処理 

 

３２６,５８９

７４,６９８

４３３,８９７

－

２,２４８,２２９

２５２,７０９

当中間会計期間末日は金融機

関の休日でありますが、満期

日に決済が行われたものとし

て処理しております。 

当中間会計期間末日満期手形

は次のとおりであります。 

受取手形        1,920

受取手形裏書譲渡高 18,450

手形債権譲渡高   324,673

支払手形      218,875

 

３２１,４０２ 

７１,１７９ 

５１０,１６９ 

  １０,８１９ 

２,１３６,００６ 

２６１,５３８ 

― 

 

３３１,１６１

７２,８３５

４５２,０００

  １１,４７５

  ２,１７３,８８４

２４３,１６５

― 

 

（中間損益計算書関係）                               （単位：千円） 

項  目 

前中間会計期間 

自 平成１９年４月 １日 

（           ） 

至 平成１９年９月３０日 

当中間会計期間 

自 平成２０年４月 １日 

（           ） 

至 平成２０年９月３０日 

前事業年度 

自 平成１９年４月 １日 

（           ） 

至 平成２０年３月３１日 

１.減損損失 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．減価償却

実施額 

 

３．収益性の

低下によ

る簿価切

下額 

当中間会計期間において当社は、以下

の資産について減損損失を計上しま

した。 
用途 種類 場所等 
遊休 
資産 
土地及び

建物 
大阪市城東区

の社宅 
（減損損失を認識するに至った経緯）

大阪市城東区の土地・建物（社宅）に

ついては遊休状態であり、土地・建物

の市場価格が下落しているため、減損

損失を認識しました。 
（減損損失の金額） 
種類 土地 建物 計 
金額 

(千円) 11,241 8,406 19,647

（資産のグルーピング方法） 
当社は、管理会計上の事業所毎に資産

のグループ化を行い、遊休資産につい

ては、物件毎に資産のグルーピングを

行っております。 
（回収可能価額の算定方法） 
回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、固定資産税評価額を合

理的に調整した金額に基づき評価し

ております。 
 
有形固定資産             ４,９１８
無形固定資産               ６１６

― 

― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
有形固定資産        ６,２４５
無形固定資産           ５９０

売上原価      ７,６４９

当事業年度において当社は、以下の資

産について減損損失を計上しました。

用途 種類 場所等 
遊休 
資産 
土地及び

建物 
大阪市城東区

の社宅 
（減損損失を認識するに至った経緯）

大阪市城東区の土地・建物（社宅）に

ついては遊休状態であり、土地・建物

の市場価格が下落しているため、減損

損失を認識しました。 
（減損損失の金額） 
種類 土地 建物 計 
金額 

(千円) 11,241 8,406 19,647

（資産のグルーピング方法） 
当社は、管理会計上の事業所毎に資産

のグループ化を行い、遊休資産につい

ては、物件毎に資産のグルーピングを

行っております。 
（回収可能価額の算定方法） 
回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、固定資産税評価額を合

理的に調整した金額に基づき評価し

ております。 
 
 
有形固定資産           １０,１０７
無形固定資産             １,２３２

― 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 12,321 3,299 ― 15,620

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

 

当中間会計期間（自 平成２０年４月１日 至 平成２０年９月３０日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 16,719 500 ― 17,219

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

 

前事業年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 12,321 4,398 ― 16,719

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 
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（リース取引関係）                                  （単位：千円） 

前中間会計期間 

自 平成 19 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 19 年 9 月 30 日 

当中間会計期間 

自  平成 20 年 4 月 1 日 

（            ） 

至  平成 20 年 9 月 30 日 

前事業年度 

自  平成 19 年 4 月 1 日 

（            ） 

至  平成 20 年 3 月 31 日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係る

注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

  

       工具器具備品  その他   合計 

取得価額   

相当額      ３０,８８４   ７１,８５０  １０２,７３４ 

減価償却 

累計額    

相当額          １６,９７１    ９,５７９   ２６,５５１ 

中間期末残高 

相当額        １３,９１３   ６２,２７０   ７６,１８３ 

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内                              １９,５６６ 

１年超                              ５６,９１６ 

 合 計                                  ７６,４８３ 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払 

利息相当額 

支払リース料             １０,９７１ 

減価償却費相当額           １０,７０６ 

支払利息相当額                   ４０９ 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係る

注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

  

       工具器具備品  その他   合計 

取得価額   

相当額      ２３,９８０   ７１,８５０   ９５,８３０

減価償却 

累計額    

相当額           ８,３１０   ２３,９４９   ３２,２６０

中間期末残高 

相当額        １５,６６９   ４７,９００   ６３,５６９

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内                               １９,７１１

１年超                                                            ４４,３８８

 合 計                                                           ６４,０９９

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払 

利息相当額 

支払リース料             １２,２７７

減価償却費相当額           １０,４９３

支払利息相当額                   ３７２

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 

 

５．利息相当額の算定方法 

  同左 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係る

注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

  

       工具器具備品  その他   合計 

取得価額   

相当額      ３３,６４５   ７１,８５０  １０５,４９５

減価償却 

累計額    

相当額          １４,６６８       １６,７６４   ３１,４３３

期末残高 

相当額        １８,９７７   ５５,０８５   ７４,０６２

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内                                                        ２０,２２４

１年超                                                           ５４,２７０

 合 計                                                          ７４,４９４

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払 

利息相当額 

支払リース料             ２２,３６８

減価償却費相当額           ２１,８１７

支払利息相当額                   ８２８

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 

 

５．利息相当額の算定方法 

  同左 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 


